




※Ｐ.3の指標も合わせて参照ください

2016年3月期第1四半期決算について

売上高は、5,391億円（前年同期比+6.4％）の増収となりました。

為替レートはドルが円安、ユーロが円高に効き、全体では円安効果が得られました。

売上高は為替影響を除くと、+1.2％の増収（内訳：日本-3.1％減収、海外+3.7％増収）と
なりました。

カラーMFP、PP（プロダクションプリンター）、海外ITサービス、産業分野で売上高が
拡大しました。

MFPは全世界で伸長し、シェアが上昇しました。

PPは前期投入した新製品が好調に拡大しています。

日本の減収は、前年のIT特需の反動減による影響を受けました。
加えて、前年1Ｑには譲渡した三愛の事業が含まれていました。

米州は、4-5月は港湾ストの影響が若干残っていたが、6月からは戻り始めました。

欧州は、売上高の回復が持続しています。

その他は、2桁成長を継続しています。

営業利益は、206億円（前年同期比-23.9％）の減益となりました。

製品拡販を積極的に進めたことと、成長のための体制拡大費用増などによるものです。

（次ページに続く）



（前ページから続く）

親会社の所有者に帰属する当期利益は、129億円（前年同期比-13.9％）の減益と
なりました。
FCEF(ファイナンス事業を除くキャッシュフロー)は、11億円の収入を確保しました。
研究開発費、設備投資などは予定通りの支出となりました。

1Ｑの結果を踏まえ、通期利益の見通しに変更はありません。
市場稼動台数は着実に増加しており、ノンハードも継続して改善すると見込んでいます
。加えて、産業分野の収益拡大、その他分野の利益拡大も予定通り進んでいます。

配当予定についても変更はありません。



1Ｑ営業利益は、前年同期から64億円マイナスの206億円となりました。

＜販売・ＭＩＸ＞

販売は、63億円の減益となりました。
これは、ＭＩＦ(Machine In Field：市場稼動台数)拡大施策の展開を加速したことと、
製品ミックスが変化したことで粗利が減少したためです。
合わせて、ノンハード売上減少による粗利の減少もありました。

＜製品減価低減＞

製造原価低減の活動で、15億円の利益を創出しました。

＜研究開発費＞

研究開発費は、2億円の利益を創出しました。

＜その他経費＞

その他経費は、前年同期比で32億円増加していますが、予定通りの支出です。
サービス事業や新興国の販売体制強化、またＭ＆Ａの影響によるものです。

＜為替影響＞

為替による増益効果の影響が13億円ありました。

全体として、1Ｑ営業利益は、為替効果はあったものの、ハードの粗利減により
減益となりました。



＜画像＆ソリューション＞

1Ｑ売上高は、4,814億円の増収、為替除くと+1.3％の増収となりました。
欧州、その他地域が牽引した結果です。

ＭＩＦ拡大施策の展開や製品ミックスの影響によるハードの粗利率低下などにより
減益となりました。



＜オフィスイメージング＞

1Ｑ売上高は、3,613億円（前年同期比-0.5％）の減収となりました。

日本は、カラーMFPが伸長しましたが、モノクロMFPの減収分をカバーできませんでした。
ただし、プリンタの消耗品が増加し、分野としては微増収でした。

海外は、欧州・アジアでカラーMFP、Ａ4機が拡大しましたが、米州で4-5月にＡ3MFP販売の
立ち上げが遅れ、微減収となりました。

＜プロダクションプリンティング＞

1Ｑ売上高は、507億円（前年同期比+11.8％）の増収となりました。

前期後半から投入した新製品が堅調に拡大し、2桁の増収となりました。
カラーIJ(インクジェット)機、ハイエンドカラーCS(カットシート)機、ミッドレンジカラーCS機の販売
が
引き続き好調に推移しています。

＜ネットワークシステムソリューション＞

1Ｑ売上高は、694億円（前年同期比+4.2％）の増収となりました。

日本は、前年IT機器特需の反動減で大きく減収となりました。

海外は、欧州・アジアのITサービス事業が高い成長を継続しています。

＜ハード・ノンハード推移＞

ハードは、PPハードの伸びが牽引し、+1％となりました。

ノンハードは、-1％となり継続して改善しています。
LP（レーザプリンター）、PPノンハードの増加が牽引しました。
PPを中心に伸ばすことで、下期プラス転換に向けて順調に推移しています。

＜主要製品・サービスの伸び率＞

戦略的に注力している製品・サービス（カラーＭＦＰ・カラーＣＳ・サービス事業）は堅調に拡大を
継続しています。



＜産業分野＞

売上高は増収基調を維持し、1Qで+8.1％の増収。
サーマル、半導体、IJ事業の増収が牽引しました。

営業利益率8.6％、営業利益29億円で、前年から大幅な増益となりました。

サーマル（感熱紙）では、海外の食品表示ラベルの需要が各地域で拡大しました。

半導体は、携帯端末用電源ICが堅調に推移しました。

IJも産業用IJヘッドビジネスが好調に推移しました。

＜その他分野＞

売上高は-7.6％と減収ですが、これは三愛の売却の影響によるものです。

営業利益は前年同期比で大幅に改善し黒字に戻しています。

カメラは高付加価値の高級機やTHETAが好調に推移し、増益に貢献しました。



＜総資産＞

総資産は、2兆8,064億円で762億円増加しましたが、円安の影響による資産価値の
嵩上げが370億円程度ありますので、これを除くと390億円の増加になります。

＜棚卸資産＞

棚卸資産は、78億円増加しています。

4Qで説明した北米の港湾スト影響による在庫は解消し始めていますが、
欧州やアジアでかなり大きな商談があり、この準備在庫形成のための一時的な増加が
ありました。



＜棚卸資産回転期間＞

棚卸資産回転期間は2.22ヶ月と前年同期に比べ若干上回っているが、
コントロールできている状態にあります。

＜株主資本比率＞

株主資本比率は39.6％で、我々が目指している40％の領域に留まり、
維持できています。

＜ネットD/Eレシオ＞

ネットD/Eレシオは0.62倍でしたが、ネット有利子負債は6,936億円で前年度末から
若干増加しています。

これはファイナンスビジネス拡大による増加が主な要因で、ファイナンスビジネスを除
く
ネット有利子負債は、-1,236億円でネットキャッシュの状態にあります。



営業C/Fは前年同期比で198億円支出が増加し、投資C/Fも前年同期比32億円ほど
支出が増加し、FCFは301億円の支出となりましたが、ファイナンス事業を除くFCFは
11億円の収入でキャッシュは稼いでいます。



国内外のファイナンス事業と製品・サービス事業に分けた財務情報です。

ネット有利子負債はほぼファイナンス事業のために使われており製品サービスでは
ネットキャッシュの状態にあります。

FCFでもその支出は基本的にはリース債権の増加に使用されています。



売上高は、2兆4,000億円から2兆3,200億円に変更しましたが、これはリース関連取引の
計上方法を変更したことよるものです。この変更による利益面への影響はありません。
見通し公表時と実質的な変更はありません。

損益では1Qの社内計画は未達でしたが、様々な施策の展開により、通期営業利益
1,400億円は達成できる見込みでいます。加えて、1Qの状況を踏まえて追加の業績
改善の施策にも取り組んでおり、1Qの出遅れ分をキャッチアップし、計画を上回るべく
取り組んでいます。

マクロの不透明さは地域別にはありますが、事業の見方を変更するほどではないと
考えています。

米州は4～5月は出遅れたが6、7月は確実な推移を示しており、欧州は回復を継続し、
アジア・パシフィックも堅調な拡大が続くと見ています。

戦略的に伸ばす製品の領域でカラーMFP、PP、海外のITサービス、産業分野は確実に
伸びていくと見ています。

製品の稼働台数も着実に増加しており、画像機器ノンハード伸び率もプラス転換に向け
て改善傾向はこのままが続いていくと見ています。





通期営業利益の見通しはそのままですので、
配当金も当初の見通しの35円を変更しません。



























＜主なＱ＆Ａ＞

Ｑ：Q1の営業利益の未達に対し、今期どのようにリカバーしていくのか？

Ａ：市場稼働台数の拡大に伴いノンハードの減収幅が縮小してきた。
これを加速し確実に増収にしていく。
この他、産業分野の増益の継続や経費抑制などあらゆる施策を進めて通期計画を達成する
。

Ｑ：上期の営業利益計画を据え置いている。
Q2の営業利益が約420億円とかなり高い水準になるが達成できるのか？

Ａ：Q1の決算を受けて、通常のオペレーションの改善の他、様々な施策の効果を積み上げた結
果としてQ2の営業利益見通しを出しており、達成可能と考えている。

Ｑ：Q1増減益分析の販売・MIXのマイナス63億円の内訳は？

Ａ：相対的にミドル～ローエンド製品比率の高い欧州、その他地域の販売が好調だった一方、
カラー比率の高い日本やミドル～ハイエンド製品比率の高い米国での販売が想定より低調
に推移した。これによるMIX悪化と、さらに市場稼働台数増のため積極的な製品拡販を行っ
たことで粗利率が低下した。

今後、Q1で増加させた稼働台数分を含め、さらなるプリントボリューム増加と原価低減により
確実に収益性を向上させていく。

Ｑ：製品原価低減は計画どおりとのことだが、通期計画の100億円からは低い水準に見えるが
？

Ａ：下期に向けてA3カラー、モノクロMFPなど、高単価商品の販売拡大を想定している。


